
厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律施行規則 

（平成十九年十二月十九日厚生労働省令第百五十一号）  《抜粋》 

（最終改正：令和五年三月三十日厚生労働省令第四十四号） 

 

（法第一条第二項に規定する厚生労働省令で定める場合） 

第一条 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「法」という。）第一条第二項に規定する厚生労働省令で定める場合は、訂正

請求（厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第二十八条の三第一項

に規定する訂正請求をいう。）に係る期間（第二十二条において「請求期間」

という。）について、次の各号のいずれかに該当し、かつ、同法第二十七条に

規定する事業主（以下この条において単に「事業主」という。）が、被保険者

に係る同法第八十二条第二項の保険料を納付する義務を履行したことが明らか

でない場合とする。 

一 事業主が厚生年金保険法第八十四条第二項の規定により当該被保険者の負担

すべき標準賞与額に係る保険料に相当する額を控除した事実が明らかであるこ

とを確認するに足る資料がある場合 

二 次のイからハまでに掲げる場合のいずれにも該当する場合 

イ 次の（１）又は（２）に掲げる場合 

（１） 当該被保険者が、対象事業所（当該被保険者を使用していた事業主の適

用事業所をいう。以下この号において同じ。）から特定事業所（当該被保険者

を使用していた事業主と密接な関係にある事業主の適用事業所をいう。以下こ

の号において同じ。）に異動した場合であって、かつ、当該対象事業所に係る

被保険者の資格を喪失した月の前月から当該特定事業所に係る被保険者の資格

を取得した月までの期間の月数が一月である場合 

（２） 当該被保険者が、特定事業所から対象事業所に異動した場合であって、

かつ、当該特定事業所に係る被保険者の資格を喪失した月の前月から当該対象

事業所に係る被保険者の資格を取得した月までの期間の月数が一月である場合 

ロ 次の（１）又は（２）に掲げる場合 

（１） 当該被保険者を使用していた事業主が対象事業所において当該被保険者

を使用していた事実が明らかであることを確認するに足る資料がある場合 

（２） 当該被保険者を使用していた事業主が対象事業所において当該被保険者

を使用していたことを認めている場合 

ハ 当該被保険者を使用していた事業主が、厚生年金保険法第八十四条第一項又

は第二項の規定により当該被保険者の負担すべき保険料を控除したことを認め

ており、かつ、法第二条第一項の規定により特例納付保険料（同条第二項に規



定する特例納付保険料をいう。以下同じ。）を納付する意思を表示している場

合 

三 事業主が当該被保険者を使用していた事実及び当該事業主が厚生年金保険法

第八十四条第一項の規定により当該被保険者の負担すべき保険料を控除した事

実が明らかであることを確認するに足る資料がある場合 

 

（通知の対象者） 

第一条の二 法第一条第八項に規定する厚生労働省令で定める者は、次に掲げる

者とする。 

一 法第一条第一項に規定する特例対象者（当該特例対象者が死亡している場合

においては、当該特例対象者に係る厚生年金保険法第三十七条の規定による未

支給の保険給付の支給を請求する権利を有する者又は当該特例対象者に係る同

法第五十八条の規定による遺族厚生年金（これに相当する給付を含む。）の受

給権者） 

二 法第二条第一項に規定する対象事業主（当該対象事業主（法人である対象事

業主に限る。）に係る事業が廃止されているときその他やむを得ない事情のた

め法第一条第八項の通知が行うことができない場合においては、役員（法第二

条第三項に規定する役員をいう。第五条第二項並びに第六条第一号及び第二号

において同じ。）であった者（第三条及び第五条から第七条までにおいて「元

役員」という。）） 

 

（法第二条第一項に規定する厚生労働省令で定める額） 

第二条 法第二条第一項に規定する厚生労働省令で定める額は、別表の上欄に掲

げる年度に係る未納保険料（法第一条第一項に規定する未納保険料をいう。第

六条第一号において同じ。）の額にそれぞれ同表の下欄に定める率を乗じて得

た額とする。 

 

（法第三条第二号に規定する厚生労働省令で定める者） 

第六条 法第三条第二号に規定する厚生労働省令で定める者は、次に掲げる者と

する。 

一 未納保険料に係る期間において役員でなかった者 

二・三 （略） 

 

（法第十六条第一項第六号に規定する厚生労働省令で定める権限） 

第十九条の三 法第十六条第一項第六号に規定する厚生労働省令で定める権限は、

次に掲げる権限とする。 



一 法第一条第八項の規定による通知及び同条第九項の規定による公告 

二 法第二条第十三項の規定により取得した請求権の行使 

 

（法附則第三条第一項に規定する厚生労働省令で定める法令） 

第二十条 法附則第三条第一項に規定する厚生労働省令で定める法令は、旧農林

共済法（厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百

一号。第二十二条第二号において「平成十三年統合法」という。）附則第二条

第一項第二号に規定する旧農林共済法をいう。以下同じ。）とする。 

 

（法附則第三条第一項の規定による旧船員保険法等の規定の適用に関する読替え） 

第二十一条 法附則第三条第一項の規定により国民年金法等の一部を改正する法

律（昭和六十年法律第三十四号）第五条の規定による改正前の船員保険法（第

二十二条第一号及び第二十三条第一項において「旧船員保険法」という。）の

規定の適用に関し、法第一条第一項の意見に相当する意見を同項の意見とみな

して法の規定を適用する場合においては、法第一条第一項中「同法第二十七条

に規定する事業主」とあるのは「国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六

十年法律第三十四号）第五条の規定による改正前の船員保険法（昭和十四年法

律第七十三号。以下「旧船員保険法」という。）第十条に規定する船舶所有者」

と、「同法第八十四条第一項又は第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十二

条第一項」と、「同法第八十二条第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十一

条」と、「同法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二十一条ノ二」と、

「同法第三十一条第一項」とあるのは「旧船員保険法第十九条ノ二」と、「同

法第二十八条の二第一項」とあるのは「厚生年金保険法第二十八条の二第一項」

と、「当該事業主」とあるのは「当該船舶所有者」と、同条第五項中「厚生年

金保険法第七十五条ただし書」とあるのは「旧船員保険法第五十一条ノ二ただ

し書」と、「同法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二十一条ノ二」と、

「同法に」とあるのは「厚生年金保険法に」と、同条第七項中「厚生年金保険

法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二十一条ノ二」と、同条第八項中

「第一項又は第二項の事業主」とあるのは「第一項の船舶所有者」と、法第二

条第五項及び第九項中「厚生年金保険法第八十二条第二項」とあるのは「旧船

員保険法第六十一条」と、同条第十三項中「厚生年金保険法第二十七条」とあ

るのは「旧船員保険法第二十一条ノ二」と、「同法第八十四条第一項若しくは

第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十二条第一項」と、「同法第八十二条

第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十一条」と、法第三条中「厚生年金保

険法第八十二条第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十一条」と、法第十五



条中「同法第二十七条に規定する事業主」とあるのは「旧船員保険法第十条に

規定する船舶所有者」と、「同法第八十二条第二項」とあるのは「旧船員保険

法第六十一条」と、「当該事業主」とあるのは「当該船舶所有者」と読み替え

るものとする。 

２ 法附則第三条第一項及び前条の規定により旧農林共済法の規定の適用に関し、

法第一条第一項の意見に相当する意見を同項の意見とみなして法の規定を適用

する場合においては、法の規定中「未納保険料」とあるのは「未納掛金」と、

法第一条第一項中「同法第二十七条に規定する事業主」とあるのは「農林漁業

団体」と、「同法第八十四条第一項又は第二項」とあるのは「旧農林共済法

（厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農

林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号）

附則第二条第一項第二号に規定する旧農林共済法をいう。以下同じ。）第五十

六条第二項」と、「により被保険者」とあるのは「により組合員」と、「保険

料を控除」とあるのは「掛金を控除」と、「当該被保険者」とあるのは「当該

組合員」と、「同法第八十二条第二項の保険料」とあるのは「同条第一項の掛

金」と、「当該保険料」とあるのは「当該掛金」と、「同法第二十七条」とあ

るのは「旧農林共済法第十六条第一項」と、「同法第三十一条第一項」とある

のは「同条第二項」と、「同法第二十八条の二第一項」とあるのは「厚生年金

保険法第二十八条の二第一項」と、「当該事業主」とあるのは「当該農林漁業

団体」と、同条第五項中「厚生年金保険法第七十五条ただし書」とあるのは

「旧農林共済法第十八条第五項ただし書」と、「同法第二十七条」とあるのは

「旧農林共済法第十六条第一項」と、「同法に」とあるのは「厚生年金保険法

に」と、同条第七項中「厚生年金保険法第二十七条」とあるのは「旧農林共済

法第十六条第一項」と、同条第八項中「第一項又は第二項の事業主」とあるの

は「第一項の農林漁業団体」と、法第二条第五項及び第九項中「厚生年金保険

法第八十二条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の

掛金」と、同条第十三項中「厚生年金保険法第二十七条」とあるのは「旧農林

共済法第十六条第一項」と、「同法第八十四条第一項若しくは第二項」とある

のは「旧農林共済法第五十六条第二項」と、「保険料を控除」とあるのは「掛

金を控除」と、「同法第八十二条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法

第五十六条第一項の掛金」と、法第三条中「厚生年金保険法第八十二条第二項

の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の掛金」と、法第十五

条中「同法第二十七条に規定する事業主」とあるのは「農林漁業団体」と、

「同法第八十二条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一

項の掛金」と、「当該事業主」とあるのは「当該農林漁業団体」と読み替える

ものとする。 



 

（法附則第三条第二項に規定する法第一条第二項の厚生労働省令で定める場合に

相当する場合） 

第二十二条 法附則第三条第二項に規定する法第一条第二項の厚生労働省令で定

める場合に相当する場合として厚生労働省令で定める場合は、次に掲げる場合

とする。 

 

一 請求期間について、旧船員保険法第十条に規定する船舶所有者が旧船員保険

法による船員保険の被保険者を使用していた事実及び当該船舶所有者が旧船員

保険法第六十二条第一項の規定により当該被保険者の負担すべき保険料を控除

した事実が明らかであることを確認するに足る資料がある場合であって、かつ、

当該被保険者に係る旧船員保険法第六十一条の保険料を納付する義務を履行し

たことが明らかでない場合 

 

二 請求期間について、農林漁業団体が旧農林共済組合（平成十三年統合法附則

第二条第一項第七号に規定する旧農林共済組合をいう。）の組合員を使用して

いた事実及び当該農林漁業団体が旧農林共済法第五十六条第二項の規定により

当該組合員の負担すべき掛金に相当する金額を控除した事実が明らかであるこ

とを確認するに足る資料がある場合であって、かつ、当該組合員に係る同条第

一項の掛金を納付する義務を履行したことが明らかでない場合 

 

（法附則第三条第二項の規定による旧船員保険法等の規定の適用に関する読替え） 

第二十三条 法附則第三条第一項の規定により旧船員保険法の規定の適用に関し、

法第一条第二項の厚生労働省令で定める場合に該当すると認められる場合とみ

なして法の規定を適用する場合においては、法第一条第二項中「厚生年金保険

法第二十七条に規定する事業主」とあるのは「国民年金法等の一部を改正する

法律（昭和六十年法律第三十四号）第五条の規定による改正前の船員保険法

（昭和十四年法律第七十三号。以下「旧船員保険法」という。）第十条に規定

する船舶所有者」と、「同法第八十四条第一項又は第二項」とあるのは「旧船

員保険法第六十二条第一項」と、「同法第八十二条第二項」とあるのは「旧船

員保険法第六十一条」と、「同法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二

十一条ノ二」と、「同法第三十一条第一項」とあるのは「旧船員保険法第十九

条ノ二」と、「同法第二十八条の二第一項」とあるのは「厚生年金保険法第二

十八条の二第一項」と、「当該事業主」とあるのは「当該船舶所有者」と、同

条第五項中「厚生年金保険法第七十五条ただし書」とあるのは「旧船員保険法

第五十一条ノ二ただし書」と、「同法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法



第二十一条ノ二」と、「同法に」とあるのは「厚生年金保険法に」と、同条第

七項中「厚生年金保険法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二十一条ノ

二」と、同条第八項中「第一項又は第二項の事業主」とあるのは「第二項の船

舶所有者」と、法第二条第五項及び第九項中「厚生年金保険法第八十二条第二

項」とあるのは「旧船員保険法第六十一条」と、同条第十三項中「厚生年金保

険法第二十七条」とあるのは「旧船員保険法第二十一条ノ二」と、「同法第八

十四条第一項若しくは第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十二条第一項」

と、「同法第八十二条第二項」とあるのは「旧船員保険法第六十一条」と、法

第三条中「厚生年金保険法第八十二条第二項」とあるのは「旧船員保険法第六

十一条」と、法第十五条中「同法第二十七条に規定する事業主」とあるのは

「旧船員保険法第十条に規定する船舶所有者」と、「同法第八十二条第二項」

とあるのは「旧船員保険法第六十一条」と、「当該事業主」とあるのは「当該

船舶所有者」と読み替えるものとする。 

 

２ 法附則第三条第二項及び前条の規定により旧農林共済法の規定の適用に関し、

法第一条第二項の厚生労働省令で定める場合に該当すると認められる場合とみ

なして法の規定を適用する場合においては、法第一条第二項中「厚生年金保険

法第二十七条に規定する事業主」とあるのは「農林漁業団体」と、「同法第八

十四条第一項又は第二項」とあるのは「旧農林共済法（厚生年金保険制度及び

農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合

法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号）附則第二条第一項第二号

に規定する旧農林共済法をいう。以下同じ。）第五十六条第二項」と、「によ

り被保険者」とあるのは「により組合員」と、「保険料を控除」とあるのは

「掛金を控除」と、「当該被保険者」とあるのは「当該組合員」と、「同法第

八十二条第二項の保険料」とあるのは「同条第一項の掛金」と、「（未納保険

料」とあるのは「（当該掛金（以下「未納掛金」という。）」と、「同法第二

十七条」とあるのは「旧農林共済法第十六条第一項」と、「同法第三十一条第

一項」とあるのは「同条第二項」と、「同法第二十八条の二第一項」とあるの

は「厚生年金保険法第二十八条の二第一項」と、「、未納保険料」とあるのは

「、未納掛金」と、「当該事業主」とあるのは「当該農林漁業団体」と、同条

第五項中「厚生年金保険法第七十五条ただし書」とあるのは「旧農林共済法第

十八条第五項ただし書」と、「未納保険料」とあるのは「未納掛金」と、「同

法第二十七条」とあるのは「旧農林共済法第十六条第一項」と、「同法に」と

あるのは「厚生年金保険法に」と、同条第七項中「未納保険料」とあるのは

「未納掛金」と、「厚生年金保険法第二十七条」とあるのは「旧農林共済法第

十六条第一項」と、同条第八項中「第一項又は第二項の事業主」とあるのは



「第二項の農林漁業団体」と、法第二条第一項中「未納保険料」とあるのは

「未納掛金」と、同条第五項中「厚生年金保険法第八十二条第二項の保険料」

とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の掛金」と、同条第六項中「未納

保険料」とあるのは「未納掛金」と、同条第九項中「厚生年金保険法第八十二

条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の掛金」と、

同条第十三項中「厚生年金保険法第二十七条」とあるのは「旧農林共済法第十

六条第一項」と、「同法第八十四条第一項若しくは第二項」とあるのは「旧農

林共済法第五十六条第二項」と、「保険料を控除」とあるのは「掛金を控除」

と、「同法第八十二条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条

第一項の掛金」と、法第三条中「厚生年金保険法第八十二条第二項の保険料」

とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の掛金」と、法第十五条中「同法

第二十七条に規定する事業主」とあるのは「農林漁業団体」と、「同法第八十

二条第二項の保険料」とあるのは「旧農林共済法第五十六条第一項の掛金」と、

「当該事業主」とあるのは「当該農林漁業団体」と読み替えるものとする。 

 


